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≪ご挨拶≫
弊社は、創業以来、三和シヤッター工業株式会社の協力工場として
金属製品部門に於いての生産に総力を挙げて参りました。これまで
培ってきた多くの信頼と実績を以って、これからも邁進していく所
存であります。
また、SDGsが叫ばれている昨今、地球温暖化抑止の為に我々にで
きる最大限の努力を以って環境への配慮にグローバル単位で応えて
いける仕組みづくりを進めていくことをここに宣言致します。

株式会社イハラ
代表取締役 伊原正行
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1.組織の概要

１-1.  名称及び代表者
株式会社 イハラ
代表取締役  伊原 正行

1-２.  所在地
1)本社
〒764-0028 ⾹川県仲多度郡多度津町大字葛原257−1 TEL 0877-33-1248
2)イハラビル(経理部)
〒765-0022 ⾹川県善通寺市稲木町1297-1 TEL 0877-63-6015  FAX 0877-63-6014

3)四国工場
〒764-0017 ⾹川県仲多度郡多度津町⻄港町16-2 TEL 0877-33-1248  FAX 0877-33-2218

4)広島出張所
〒731-0523 広島県安芸高田市吉田町山手980 TEL 0826-43-1025  FAX 0826-43-1308

5)九州出張所
〒838-0059 福岡県朝倉市平塚字大願寺1076-3 TEL 080-8632-8739

※尚、広島出張所及び九州出張所については、受注元事業者の工場内作業につき、単独不可が無い為、認証・登録の対象外とする。

1-３.  環境保全関係の責任者及び担当者連絡先
環 境 管 理 責 任 者： 管理本部 ⻄山 雅彦   TEL 0877-33-1248
連 絡 先 担 当 者    ： 管理本部 伊原 玄貴   TEL 0877-33-1248

1-４.  事業の概要（対象活動）
製造業（金属製品製造業）
鋼製又はステンレス製建具の製造施工、並びに、シャッター部材の製造

1-５.  事業の規模
創業年月日：昭和45年1月 資本金 ：1000万円  売上高：633万円(第48期） 決算月：6月

延床面積：第一工場 1717 ㎡ 従業員数 イハラビル 1 名
     第二工場  728 ㎡      四国工場 27 名
     第三工場 1323 ㎡      広島出張所 14 名
     第五工場  640 ㎡      九州出張所 9 名

計 4408 ㎡ 計 51 名

2.認証・登録の対象組織・活動

● 登録組織名  ： 株式会社イハラ
● 対象事業所  ： 四国工場
● 対象外事業所 ： 広島出張所 ・ 九州出張所
● 事業活動   ： 金属製品建具の製造
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※経理部は2022年7月に拡大予定

・ 環境経営システムの実務
・ 環境経営方針の周知
・ 環境経営計画の実施及び達成状況の報告
・ 課題の発見と其れの予防及び是正等の措置の実施

3.環境経営実施体制

各
課
の
責
務

代表取締役
責務
・環境管理責任者の任命及び環境経営方針の制定
・環境経営システムの実施及び管理に必要な資源の準備
・環境経営システムの定期的な見直しと改訂の実施
・社内情報の外部公開可否決定

環境管理責任者
責務
・環境経営システムの確立と実施及び維持管理
・代表に対しての環境経営システムの状況報告
・推進機関EA21EMS事務局の責任者としての事務局運営
・環境経営システムの教育訓練計画及び実施責任

EA21EMS事務局

責務
・環境管理責任者を補佐し、構成員の全員参画に依るEA21の運営改善を推進

する
・EA21関連文書の作成・改廃・保管及び伝達業務を推進する

製造課

責任者：製造課⻑

管理本部

責任者：工場⻑

経理部

責任者：総務課⻑
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  4. 環境経営方針

当社は企業理念に基づき｢地球環境を守ろうイハラ｣をスローガンに自ら責任
を持ち、全社員あげて環境負荷低減に配慮した活動を継続的に取り組むため
、以下の「環境経営方針」を掲げます。

1. 本来業務の見直し
業務における無理無駄の排除及び5Sを推進し、作業効率向上に依る利益
の確保に努めます。

2. 省資源･省エネルギー活動
事業所内の整理･整頓･清掃に留意し、紙･水等の資源、電力・石油エネル
ギー使用量の抑制により、CO2を削減し、環境負荷の低減を図ります。

3. 廃棄物の削減･分別回収
事業所から出る廃棄物を最小限にする努力をし、分別回収を推進します。

4. 化学物質排出量
使用する化学物質については、使用物質の把握及び管理を徹底します。

5. 製品の開発、設計における環境配慮
製品の開発、設計においては、VE･VA案の提出等環境に配慮した取組を
推進します。

6. 環境経営の継続的改善を誓約します。

7. 環境経営活動を推進するに当り関連する法律を遵守します。

8. 全社員へ環境経営方針を周知徹底します。

9. 環境経営レポート等環境情報については、外部公表します。

制定日：
改定日：

株式会社 イハラ
代表取締役 伊原 正行

2012年2月1日
2021年7月1日
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  5. 環境経営目標と環境経営計画

5-1. 環境経営目標(中⻑期)

単位
基準年
2020年

目標
2022年

2023年 2024年

総量 kg-CO₂ 77324.0 75777.5 75004.3 74231.0

原単位 kg-CO₂/t 120.4 118.0 116.8 115.6

kg 3050.0 2989.0 2958.5 2928.0

kg 11600.0 11368.0 11252.0 11136.0

㎥ 351.0 344.0 340.5 337.0

実施率 100% 100% 100% 100%

*1：二酸化炭素排出係数：2017年度四国電力CO₂調整後排出係数0.535を使用(kg-CO₂/kWh)

*1：原単位での排出量は”二酸化炭素排出量÷製品生産高(t)”で求めたもの

*2：”組織本来の取組”とは不良発生件数を抑止する為の次の項目に取り組むもの

 ①全体的に高効率であると考えられる加工図を作成する。 ②作業者全員が理解できるような製品づくりをする。

 ③製品組立前には工作図作成者が組立者に指導する仕組みを確立させる。

＊化学物資使用量削減は、発注者の指示により使用量の抑制はできない為、適正管理を実施する。

5-2. 環境経営計画(2021/7/1〜2022/6/30)

① 各工程間の連携の円滑化を図り、残業時間を短縮させる。
② 設備点検を定期的に行い、電力ロスを無くす。
③ 空調温度は、夏26℃以上、冬21℃以下に設定する。
④ 昼休みや未使用室の照明の消灯を徹底する。
⑤ PC等の電気製品は使用しない時はACプラグを抜く。
⑥ OA機器を買い替える際は、省エネ効率の高い製品を選択する。
① アイドリングストップ搭載車はその機能を使用する。
② 営業外出の際は、効率的なルートを選択する。
③ 空調はなるべく使用せず、窓の開閉で温度調節する。
① 材料加工の際、最適な歩留りで剪断する。
② ごみ(スクラップ含む)の分別処理を徹底して行う。
① 社内用書類作成の際は、使用済み用紙の裏紙を使用する。
② 電子化等に依るペーパーレスへ取り組む。
③ 過剰梱包をしない、させない。
① 節水弁を使用するなどこまめな節水を心掛ける。
② 漏水等を起こさない様、定期的に蛇口を点検する。
① 購入量及び使用量を把握する。
② SDS(安全データシート)を入手し保管する。
③ 化学物質を適切に保管管理する。
① 全体的に高効率であると考えられる加工図を作成する。
② 作業者全員が理解できるような製品づくりをする。
③ 製品組立前には工作図作成者が組立者に指導する仕組みを確立させる。

水使用量削減

化学物質の適正管理

組織本来
の取組

不良発生件数
の抑止

項 目

二酸化炭素排出量*¹

一般廃棄物排出量

産業廃棄物排出量

水使用量

組織本来の取組*²

二酸化炭素
排出量削減

廃
棄
物
削
減

産業廃棄物

一般廃棄物

軽
油
・

揮
発
油

電
力
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  6. 環境経営目標の実績とその評価

6-1. 環境経営目標の実績(2021/7/1〜2022/6/30)

単位
基準年
2020年

目標
2022年

実績
2022年

評価

総量 kg-CO₂ 77324.0 75777.5 65921.7 〇

原単位 kg-CO₂/t 120.4 118.0 167.1 ×

kg 3050.0 2989.0 2440.0 〇

kg 11600.0 11368.0 11000.0 〇

㎥ 351.0 344.0 806.0 ×

実施率 100% 100% 100% 100%

*1：二酸化炭素排出係数：2017年度四国電力CO₂調整後排出係数0.535を使用(kg-CO₂/kWh)

*1：原単位での排出量は”二酸化炭素排出量÷製品生産高(642t)”で求めたもの

*2：”組織本来の取組”とは不良発生件数を抑止する為の次の項目に取り組むもの

 ①全体的に高効率であると考えられる加工図を作成する。 ②作業者全員が理解できるような製品づくりをする。

 ③製品組立前には工作図作成者が組立者に指導する仕組みを確立させる。

＊化学物資使用量削減は、発注者の指示により使用量の抑制はできない為、適正管理を実施する。

6-2. 評価とコメント

一般廃棄物排出量削減

産業廃棄物排出量削減

項 目

二酸化炭素排出量*¹

一般廃棄物排出量

産業廃棄物排出量

水使用量

組織本来の取組*²

原単位目標未達成については、基準年に比べて、新型コロナウィルス
感染拡大の影響により受注量が減少(生産高が減少)したことが要因で
あると思われる。

文書のペーパーレス化(ホワイトボードの活用、電子マニフェストや
WEB会議の導入)や資源を再利用することによって一般廃棄物の排出
量を削減することができた。

昨年度に続き年間受注量が大幅に減少し、工場内の清掃を積極的に行
い、変更仕掛品など不要なものを廃棄したことが大きな原因と考え
る。次年度の実績も加味し目標の再設定を検討する。

水使用量削減

組織本来の取組結果

水道設備老朽化による漏水が各所で見受けられた。
定期的に水道業者へ依頼し点検してもらうことを検討する。

①全体の連携が弱く、全体効率として良い工作図が作成できたとは言
い難いが、取り組めた。②特殊な建具を製作することが多い為、略図
などを用いるようにした。③常時組立者に付くことはできなかった。

二酸化炭素排出量削減
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  7. 環境経営計画への取組結果とその評価

① 各工程間の連携の円滑化を図り、残業時間を短縮させる。 △
② 設備点検を定期的に行い、電力ロスを無くす。 〇
③ 空調温度は、夏26℃以上、冬21℃以下に設定する。 〇
④ 昼休みや未使用室の照明の消灯を徹底する。 〇
⑤ PC等の電気製品は使用しない時はACプラグを抜く。 〇
⑥ OA機器を買い替える際は、省エネ効率の高い製品を選択する。 〇
① アイドリングストップ搭載車はその機能を使用する。 〇
② 営業外出の際は、効率的なルートを選択する。 〇
③ 空調はなるべく使用せず、窓の開閉で温度調節する。 〇

① 材料加工の際、最適な歩留りで剪断する。 〇
② ごみ(スクラップ含む)の分別処理を徹底して行う。 〇
① 社内用書類作成の際は、使用済み用紙の裏紙を使用する。 〇
② 電子化等に依るペーパーロスへ取り組む。 △
③ 過剰梱包をしない、させない。 〇

① 節水弁を使用するなどこまめな節水を心掛ける。 〇
② 漏水等を起こさない様、定期的に蛇口を点検する。 〇

① 購入量及び使用量を把握する。 〇
② SDS(安全データシート)を入手し保管する。 〇
③ 化学物質を適切に保管管理する。 〇

① 全体的に高効率であると考えられる加工図を作成する。 △
② 作業者全員が理解できるような製品づくりをする。 △
③ 製品組立前には工作図作成者が組立者に指導する仕組みを確立させる。 〇

〇：出来た △：一部出来ていない ×：出来なかった

◎組織本来の取組 評
価

取組結果と評価、次年度の取組計画
取組としては実行できているが、それを継続的に且つ有効に機能させている段階ではない。永
遠の課題として今後も改善しながら継続していく。

評
価

取組結果と評価、次年度の取組計画
製作図面や事務関係書類は電子化を進めているが、現状では限界があるように感じる。FAX等
も電子化できる昨今ではあるが、導入しきれていない。今後積極的に導入を検討する。

取組結果と評価、次年度の取組計画

産
業

一
般

取組結果と評価、次年度の取組計画
発注者の指示により量の抑制はできない為、購入量と使用量の把握に留まった。また、使用す
る化学物質についてはSDSを入手し、取扱者はその特性を理解して使用した。

◎二酸化炭素排出量の削減 評
価

◎化学物質取扱い及び管理 評
価

前年に蛇口の閉め忘れに依る漏水が発生したことを踏まえ、退勤する際に各課持ち場の水場の
蛇口の開閉及び、水道管に漏れがないか確認する様にしたが、各課の持ち場以外の漏水が一因
とも考えられるので工場内全箇所の点検を実施する。

電
力

自
動
車

残業時間は減少したが、あくまでも受注量減少に依る必然であった為、工程間の連携が弱く、
以前より円滑に進めていたわけではないように感じる。今後も円滑な工程間連携を図っていき
たい。

◎水使用量の削減 評
価

取組結果と評価、次年度の取組計画

◎廃棄物排出量の削減
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8-1. 環境経営目標

2023年の目標に取り組む

8-2. 環境経営計画(2022/7/1〜2023/6/30)

① 各工程間の連携の円滑化を図り、残業時間を短縮させる。
② 設備点検を定期的に行い、電力ロスを無くす。
③ 空調温度は、夏26℃以上、冬21℃以下に設定する。
④ 昼休みや未使用室の照明の消灯を徹底する。
⑤ PC等の電気製品は使用しない時はACプラグを抜く。
⑥ OA機器を買い替える際は、省エネ効率の高い製品を選択する。
① アイドリングストップ搭載車はその機能を使用する。
② 営業外出の際は、効率的なルートを選択する。
③ 空調はなるべく使用せず、窓の開閉で温度調節する。
① 材料加工の際、最適な歩留りで剪断する。
② ごみ(スクラップ含む)の分別処理を徹底して行う。
① 社内用書類作成の際は、使用済み用紙の裏紙を使用する。
② 電子化等に依るペーパーロスへ取り組む。
③ 過剰梱包をしない、させない。
① 節水弁を使用するなどこまめな節水を心掛ける。
② 漏水等を起こさない様、定期的に蛇口を点検する。
① 購入量及び使用量を把握する。
② SDS(安全データシート)を入手し保管する。
③ 化学物質を適切に保管管理する。
① 全体的に高効率であると考えられる加工図を作成する。
② 作業者全員が理解できるような製品づくりをする。
③ 製品組立前には工作図作成者が組立者に指導する仕組みを確立させる。

二酸化炭素
排出量削減

廃
棄
物
削
減

産業廃棄物

一般廃棄物

電
力

軽
油
・

揮
発
油

水使用量削減

化学物質の適正管理

組織本来
の取組

不良発生件数
の抑止

製造
課⻑

工場⻑

担当者

工場⻑

専務

製造
課⻑

工場⻑
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9.主要設備一覧
種類 メーカー 機種 呼称能力 設置場所 設置年月日 管理番号 騒音(法) 騒音(条例) 振動(法) 届出要否 届出年月日

NCﾚｰｻﾞｰﾊﾟﾝﾁ複合機 アマダ APⅡ357F-10 30t 第2工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
NCﾀﾚｯﾄﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ アマダ COMA505072 30t 第5工場 2015年 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
NCﾀﾚｯﾄﾊﾟﾝﾁﾌﾟﾚｽ アマダ EMK-3612MⅡ 30t 第1工場 2018年12月20日 該当 該当 該当 要 2019年1月20日
油圧式ｼｬｰﾘﾝｸﾞ アマダ H-3010 第5工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
機械式ｼｬｰﾘﾝｸﾞ アマダ M4045 11.0kw 第1工場 1987年10月1日 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
機械式ｼｬｰﾘﾝｸﾞ 関⻄鉄工 HS4.5×6.0 15.0kw 第1工場 2018年12月20日 該当 該当 該当 要 2019年1月20日

ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ RG-150 15t 第1工場 非該当 非該当 該当 要 2010年4月22日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ RG-150L 15t 第2工場 非該当 非該当 該当 要 2010年4月22日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ FαB-400 40t 第2工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ HG2204 220t 第1工場 2016年10月21日 該当 該当 該当 要 2016年10月30日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ HD3506 350t 第1工場 2018年12月20日 該当 該当 該当 要 2019年1月20日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ FBEST2003 200t 第1工場 2010年 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ RG35S 35t 第1工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ﾌﾟﾚｽﾌﾞﾚｰｷ アマダ RG80 80t 第5工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日

ﾚｰｻﾞｰ加工機 マザック X510 MARKⅢ 1.8kw 第5工場 2018年12月20日 非該当 非該当 非該当 不要
V溝ｶｯﾄﾏｼﾝ アマダ V-6012 第5工場 非該当 該当 非該当 要 2010年4月22日
型鋼加工機 アマダ IW-45 45t 第3工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日

ｾｯﾄﾌﾟﾚｽ アマダ SP-30 30t 第5工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 11.0kw 第1工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 3.7kw 第1工場 該当 該当 非該当 不要
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 5.5kw 第2工場 該当 該当 非該当 不要
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 7.5kw 第2工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 7.5kw 第3工場 該当 該当 該当 要 2010年4月22日
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 3.7kw 第5工場 該当 該当 非該当 不要

施設番号 原動機の定格出力等 施設番号 原動機の定格出力等 施設番号 原動機の定格出力等

ベンディングマシン １－ハ ロール式で３．７５ｋＷ以上 １－（３） ロール式で３．７ｋＷ以上

液圧プレス １－ニ 矯正プレスを除く １－（４） 矯正プレスを除く １－イ 矯正プレスを除く

機械プレス １－ホ 呼び加圧能力が２９４ｋＮ以上 １－（５） 呼び加圧能力が２０重量トン以上 １－ロ 全ての施設

せん断機 １－ヘ ３．７５ｋＷ以上 １－（６） １．５ｋＷ以上 １－ハ １ｋＷ以上

ブラスト １－リ タンブラスト以外、密閉式を除く １－（９） タンブラスト以外、密閉式を除く

切断機 １－ル といしを用いるもの

高速切断機 １－（１１） 全ての施設

自動旋盤 １－（１２） 全ての施設

フライス盤 １－（１３） 全ての施設

平削盤 １－（１４） 全ての施設

型削盤 １－（１５） 全ての施設

乾式研摩機 １－（１６） 工具用を除きサンダーを含む

自動やすり目立機 １－（１７） 全ての施設

２ ７．５ｋＷ以上 ２ ２．２ｋＷ以上

２ ７．５ｋＷ以上

空気圧縮機及び送風機

騒音関係

特定施設（法） 指定施設（条例） 特定施設（法）

振動関係

圧縮機
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  10. 環境関連法規制等遵守状況

10-1. 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価

*調査実施日：2022年7月1日 担当者：伊原玄貴

10-2. 環境関連法規への違反及び訴訟等の有無

環境関連法規への違反はありませんでした。尚、関係当局より違反等の指摘は
過去3年間ありません。
また、訴訟及び環境に関する外部からの苦情もありませんでした。

(報告日：2022/7/1 担当者：伊原玄貴)

  11. 代表者による全体の評価と見直し・指示

代表取締役 伊原正行

作業環境測定の実施
使用する有機溶剤等の危険有害性の確認

〇

消防用設備等の設置
消防用設備等の点検

〇

〇

騒音規制法

振動規制法

PRTR法

第一種特定製品の異音 〇

 今期は、水使用量が前年度の約3倍に増加しており、その理由として水道設備の老
朽化を挙げており、今後定期的に点検することにする。水使用量以外に特に大きな未
達成項目はなく、特殊な事情であったので、ある程度の削減効果は出ていたと感じて
いる。環境経営計画の取り組みは、一部実施できていない項目も発生したが、全体と
しては取り組めており有効に機能している。次年度はさらに高い目標を設定できるよ
う積極的に取り組んでいきたい。
尚、環境経営方針とEA21実施体制は現状を維持し、環境経営目標は新たに策定した
2023年度の目標に取り組む。環境経営計画は有効に機能しているので継続する。

2022年7月2日

〇

関連法規 遵守すべき内容 判定

廃棄物の処理及び
清掃に関する法律

特定施設の届出
騒音基準の遵守

〇

廃棄物排出時の適正な処理
適切な保管管理・マニフェストの適正な運用

労働安全衛生法

消防法

特定施設の届出
振動基準の遵守

〇

フロン排出抑制法

化学物質使用量の抑制と管理
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